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■ CSR 報告

企業行動規範
　事業活動を展開していくにあたり遵法やコンプライアンスに対する基本的な行動基準を明らかにするため 2013 年に

「立山科学グループ行動規範」を制定しました。これに基づき、事業を適正、誠実かつ堅実に行うことによって、経営

理念と法令遵守に根ざした事業活動の展開を行っています。

■ 立山科学グループ CSR 行動規範の内容

1． 事業推進の中での行動 

① 研究開発･設計 

② 生産

③ 調達（お取引先との関係において） 

④ 営業（お客様･同業他社官公庁との関係において）

⑤ 広報･宣伝（地域・社会との関係において） 

2． 立山科学グループ社員としての行動 

① 地球環境活動

② 製品･サービスの安全性・品質 

③ 法令企業倫理遵守･コンプライアス 

④ 情報管理／資産の保全 

⑤ 社会貢献／地域社会活動

⑥ ブランド価値の向上

3． 会社と個人の関係における行動

① 人材育成

② 人権保護／人権尊重 

③ 企業人としての自覚 

④ 技術者（研究･開発・設計・製造技術・品質・保守・サービス）

としての自覚 

⑤ 経営層の責任

立山科学グループの CSR

CSR マネジメント

　立山科学グループは、企業の社会的責任を深く自覚し、事業活動を通じて持続可能な社会の実現に貢献していきたい

と考えています。企業として持続可能であるためには、企業価値を高めるとともに、社会に対する企業としての責任を

しっかりと果たしていくことが不可欠になります。そのための仕組みづくりを一つひとつ着実に進め CSR 推進の基盤を

強化し、誠実な企業経営に努めています。

基本的な考え方

　立山科学グループは、コンプライアンスとは、法令や社内規程などのルールを遵守するだけではなく、高い企業倫理

をもって公正かつ誠実に行動し、すべてのステークホルダーの期待に応えることと捉えています。コンプライアンスは、 

すべての活動の土台となるものです。役員および従業員一人ひとりが法令を守り、高い倫理観を持って事業活動に取り

組むとともに、責任ある行動をとり、社会的信頼性を確保した企業となるよう努めています。

　立山科学グループでは、階層別研修によるコンプライアンス教育やイントラネットでの事例紹介など、継続的に

教育を実施しています。コンプライアンスは、役職ごとに理解すべきこと、とるべき行動が異なります。2019 年

度は、2018 年度に引き続き、経営幹部向けにコンプライアンス研修を実施し、「取締役の役割と法的責任」「ハラスメ

ント」など、コンプライアンスの重要性の再認識を行いました。

コンプライアンス

コンプライアンス教育

　事業活動における内部の不正を早期に発見・是正するため、役員および従業員が、法令やコンプライアンスに違反す

る行為あるいは違反の恐れのある行為を知った際に、相談ができる内部通報相談窓口「グループホットライン」を設置

しました。今後さらにこの通報制度が問題への抑止につながるものとして機能させるべく、外部窓口の設置並びに運用

を通じて問題点のレビューを行い、ホットラインの整備と充実を図っていきます。

内部通報制度

内部通報窓口の設置

お客様

お取引先様

従業員

行政

地域社会

優良な製品とサービスを提供し、常にお客様の声を聞き、双方向のコミュニケーションを通じ
てお客様満足の向上に努めます。

公平で公正な取引に努め、ともに企業の発展を目指します。

従業員一人ひとりの能力が発揮できる職場環境を整備し、活力ある職場づくりに取り組みます。

法令遵守はもちろん、適時・適正に情報を開示し、良好な関係を維持します。

公害および環境汚染を未然に防ぐ対策を行います。また、地域社会の発展に貢献し、地域の方
々に信頼され、喜んでいただける企業を目指します。

　立山科学グループは、製品・サービスを提供している「お客様」、調達先・委託先などの「お取引先様」、ともに働く「従

業員」、そして創業当初から関わりを大切にしてきた「地域社会」など、立山科学グループを取り巻くさまざまなステー

クホルダーとの相互理解と信頼関係の構築に努めています。

ステークホルダーとのコミュニケーション

ステークホルダーとの関わり

ステークホルダー 主な責任と課題 主なコミュニケーション手段等

お客様

お取引先様

従業員

行政

地域社会

・商品の安全性、品質の確保

・より良い製品・サービスの創出

・適切な製品・サービスの情報の提供

・お客様満足の向上

・環境配慮製品・環境配慮設計

・苦情への対応

・公正で公明な取引の徹底

・サプライチェーンにおける環境や人権などの

CSR の推進

・労働安全衛生の確保と健康への配慮

・人権の尊重

・人材育成と活用

・多様性の尊重

・ワークライフバランスの推進

・法令遵守

・社会課題の解決に向けた公共政策への協力・

協働開発

・公害及び環境汚染の未然防止

・地域社会発展への貢献

・地域環境保全

・地域社会における生態系の保護・保全

・将来世代への教育支援

・日常の営業活動、品質保証活動

・お客様満足度調査

・Web サイト、展示会への出展

・安全衛生委員会、ヒヤリハット体験の報告

・労使間の対話（労使協議会）

・内部通報制度

・人材育成プログラム（研修）

・人事労務相談窓口（ハラスメント・なんでも相談）

・イントラネット、デジタルサイネージ

・女性活躍推進プロジェクト、女性リーダー育成

・社内イベントの開催

・お取引先様との定期的な協議、訪問による情報交換

・お問い合わせ窓口（各調達部門）

・グリーン調達調査（含有化学物質調査）

・政府統計など、調査・アンケートへの協力

・産学官連携

・財界・業界団体への参加

・自治体との連携

・社会・環境報告書

・地域清掃、地域環境活動への参加

・地域イベントおよびボランティア活動への参加

・防災・防犯訓練への参加

・住民懇親会への参加、住民説明会の実施

　ステークホルダーと良好な関係を築くため、さまざまな対話の機会を設けています。



CSR 活動における目標と実績
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■ CSR 報告

● 法令・ルール遵守の周知徹底
● コンプライアンス意識の浸透と教育の充実
● 内部通報制度

コンプライアンス
企業倫理

2019 年度取り組み計画 2019 年度の主な実績主要項目 テーマ / 目標

● トップマネジメント研修、幹部研修の実施

リスクマネジメント ● 防災対策
● サイバーセキュリティ対策
● 感染症に対するリスク対策

● 避難・防災訓練の実施
● 防災に関する意識啓発
● 基幹ネットワーク刷新及び外部ネットワー
ク接続の一本化

● FW の刷新によるセキュリティ強化
● 最新 OS 変更に伴う全社端末の入替
● 情報セキュリティ対策と教育の実施
● 新型コロナウイルス対応

製品品質
製品安全

● 製品品質・安全の確保
● お客様満足の向上
● 情報セキュリティの強化と意識の啓発

働きがいの向上 ● トップマネジメント研修の実施
● 幹部研修の実施
● 階層別教育、若手教育の実施
● 管理職を含む全社員の労働時間管理・監視
● 有給休暇取得状況の公開
● リフレッシュ休暇制度の制定
● 女性役職者と上司を対象とした研修会の実施
● 研究開発部門での外国人の採用
● 組織横断的なコミュニケーションを目的と
した「立山カフェ」の定期開催

● 体験型健康イベントの開催
・ランチタイムセミナー、健康ストレッチなど

● ISO45001 のシステム運用開始
● ヒヤリ・ハット報告の定着
● 重大労働災害ゼロ

C
S
R
/

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

環
境

地域社会との調和
社会貢献活動

● 環境保護活動への参加
● コミュニティへの参画

環境保全
環境負荷低減

● 環境負荷低減とリスク管理
● 地球温暖化防止
● 化学物質の管理
● 資源有効活用

● デジタルサイネージによる環境啓発
● 富山県認定エコ事業所の認定継続
● 環境事故件数ゼロ継続
● LED 照明の一斉切り替え完了（一部工場を除く）
● 高濃度 PCB の搬入荷姿登録完了
● 特定フロン（R22）を使用した空調機器1台更新
● 3Ｒ活動の実施、プラスチック使用削減へ
の啓発活動、マテリアルリサイクルの推進

● 製品アセスメントの見直し

2020 年度取り組み計画

社
会

● 経営幹部コンプライアンス研修の実施
● 内部通報窓口の整備・拡充

● 環境保護活動の参加
● 地域懇親会への参加

● 環境保護活動の参加
● 地域懇親会の参加

● 人権啓発推進
● 人材育成
● ワークライフバランスの向上 /
働きやすい職場環境の整備

● 多様な人材の活用
● 社内コミュニケーションの活性化
● 従業員の健康づくり
● 安全衛生管理強化 / 労働災害ゼロ

● 人権啓発の推進
● ハラスメント防止対策の推進と教育
● 階層別教育の充実
● 総労働時間の管理徹底と残業時間削減
● 有給休暇取得推進と取得率向上
● リフレッシュ休暇の制度整備
● 女性社員の役職・役割に対する意識向上

● 社内コミュニケーションの活性化

● 健康意識啓発とイベントの開催
● ISO45001 体制の構築
● ヒヤリ・ハット活動と現場確認
● 安全衛生教育の実施

● 環境に関する意識啓発

● 環境リスクマネジメントの推進
● 省エネルギー・節電活動の実施
● PCB 含有機器の掘り起こし調査
● 特定フロンを使用した空調機器の更新
● 廃棄物の発生抑制と削減活動
　・廃プラスチックの排出量削減
● 製品における環境配慮の推進

● 避難・防災訓練の実施
● 防災組織体制の強化
● ネットワーク刷新によるセキュリティ強化
● セキュアな無線 LAN 環境の構築検討
● 更なるセキュリティ対策の洗い出しと計画の
立案

● 全体的な品質統括レビュー会議の実施
● 品質保証体制の維持向上
● 情報セキュリティ対策と教育の実施

● 継続的な品質向上活動
● 品質保証体制の維持向上
● 情報セキュリティ対策と教育の実施

関連する SDGs 目標

● 環境に関する意識啓発

● 環境リスクマネジメントの推進
● 省エネルギー・節電活動の実施
● PCB 廃棄物の期限内処理の推進
● 特定フロンを使用した空調機器の更新
● 廃棄物の発生抑制と削減活動
● 環境配慮型製品の創出実施、製品アセス
メントの改善

● 環境保護活動の参加
● 地域懇親会への参加

● 職場におけるパワーハラスメント対策の強化

● 総労働時間の管理徹底と残業時間削減
● 勤怠管理システムの見直しによる業務改善

● 女性活躍推進法行動計画の推進

● 健康意識啓発

● ISO45001 認証取得
● 安全衛生教育の実施、危機管理対策の実施
● 死亡・重大労災ゼロ

● 緊急避難口・避難経路の見直し、 訓練の実施
●  防災に関する意識啓発 
● セキュアなリモートアクセス接続の構築
● 情報端末機器の管理体制強化
● 個人情報に関する取扱いの強化
● 情報セキュリティ対策と教育の実施
● 新型コロナウイルス対応
・衛生環境確保、在宅勤務制度化等

● 継続的な品質向上活動
● 品質保証体制の維持向上
● 情報セキュリティ対策と教育の実施

● 立山科学グループ CSR 行動規範の
見直し





■ 環境報告
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環境マネジメント

基本理念

行動指針

立山科学グループは、事業活動、製品及びサービスが地球環境に著しく影響を及ぼす事を認識し、汚染に関

する予防と環境パフォーマンスを向上させるために環境マネジメントシステムの継続的改善により、地球環

境の保護と持続可能な社会の実現に貢献する。

1．   立山科学グループが行う全事業活動 ・ 製品及びサービスの環境影響と組織の目的との整合性を的確に

捉えて評価し、環境目標を定め、環境改善実施事項と環境マネジメントシステムの継続的改善を図る。

2.　立山科学グループは、適用する環境関連の法令及び利害関係者との協定を順守する。

3.　立山科学グループは、事業活動の中で以下の項目に取り組み、基本理念の実現に努める。

①　環境配慮型製品の提供による環境負荷の低減

②　資源の有効活用による循環型社会の実現への貢献

③　化学物質の適正な管理による環境汚染の予防

④　省エネルギー対策等の温室効果ガス削減活動による地球温暖化の防止

⑤　生物多様性の保護を目的とした保全活動の推進

⑥　地域の『環境保護活動』への積極的な参画 (1999 年 7 月制定、2017 年 4 月改訂）

　立山科学グループは、地球環境の保護が経営の最優先課題のひとつであることを自覚し、環境との「共存

共栄」と「社会生活の発展に貢献」を経営使命となし、環境の維持向上に万全の配慮と努力をする。

環境方針

　近年、地球では温暖化の深刻化や資源の枯渇、生態系の危機などさまざまな環境問題を抱えています。立山科学グルー

プでは、これらの地球環境問題の現状をふまえ、持続可能な社会の実現に向けた「環境ビジョン 2030」を 2019 年に策

定しました。

環境ビジョン 2030

低炭素化の実現

地球温暖化の防止

● CO2 排出量

2007 年度対比

▲30％削減
を目指します

循環型社会の実現

資源の有効活用

2013 年度対比

▲10％削減
を目指します

● 廃棄物の発生量

自然共生社会の実現

生物多様性の保全

● 自然保護イベント
への参画推進

● 環境リスク対応

● 化学物質の適正管理

製品・サービスによる環境貢献 事業活動による環境負荷の最小化

持続可能な社会の実現に貢献

拡大
低減

　立山科学グループは、国際規格である ISO14001 に適合した環境マネジメントシステム（EMS）を構築して、主要生

産拠点があるサイト単位で EMS を運用しています。各サイトには、環境に関する責任と権限をもつサイト責任者、各

事業体ごとには環境実務責任者を配置して、各社の事業計画に即した環境目標・環境改善活動計画を策定して活動を行っ

ています。その進捗状況を環境事務局で管理し、環境管理責任者が環境マネジメントシステムの活動実績および今後の

対応を環境責任者会議へ報告しています。

環境責任者会議 環境連絡会議

　環境改善活動を推進するサイト責任者および各環境実

務責任者で、月 1 回サイ

トごとに開催していま

す。環境連絡会議では、

環境改善活動計画の進捗

状況の確認や環境に関わ

る情報の共有を行ってい

ます。

　立山科学グループの社長会の議長を経営責任者とし、

原則として年３回（環境管理責任者が必要と判断した場

合は随時）開催しています。環境責任者会議では、環境

目標や計画及びパフォーマンス状況、環境関連法規制の

順守状況等の確認を行い、その適切性・妥当性・有効性

を評価しています。また、サイト間の情報共有や重要な

環境課題への対応についても審議しています。
南サイト環境連絡会議

■ 環境マネジメント推進体制

富山県富山市大泉 1583 番地
・（株）立山科学センサーテクノロジー

富山県富山市月岡町 3丁目 6番地
・（株）立山科学デバイステクノロジー
・（株）立山科学ハイテクノロジーズ

富山県富山市月岡町 3丁目 30 番地
・（株）タアフ
・（株）立山システム研究所 ※2

富山県富山市上栄 226 番地
・立山科学工業（株） ※1 上栄工場

富山県富山市下番 30 番地
・立山科学工業（株） ※1
・立山マシン（株）
・立山総合開発（株）
・（株）立山科学デバイステクノロジー

富山県富山市下番 100 番地
・立山マシン（株）下番工場

富山県富山市婦中町萩島 3253-33
・立山マシン（株）婦中工場

内部環境監査員

環境事務局

下番工場 婦中工場

環境責任者会議

各実務責任者

本部サイト
（サイト責任者 )

南サイト
（サイト責任者 )

各実務責任者 各実務責任者

大泉サイト
（サイト責任者 )

上栄工場

環境マネジメント推進体制

※1　2021 年 1 月 1 日立山科学（株）に社名変更
※2　2020 年 10 月 1 日立山科学工業（株）に吸収合併





■ 環境報告

　立山科学グループでは、事業活動に関連する環境関連法規制を登録し、定期的に改正状況を確認しています。順守状

況については、毎年、各事業体で部門内の法令順守状況をチェックした後、環境事務局で、その報告および関連情報を

もとに届出や報告義務についての評価を実施し、漏れがないよう確認を行っています。昨年同様、2019 年度の立山科

学グループにおける環境関連の事故、罰金、訴訟はありませんでした。

　また、近隣住民様からの 2019 年度の苦情の受付は以下の通りです。苦情に関しては、状況を調査・確認の上、真摯

に対応するよう努めています。過去に発生した事案については、イントラネットに公開して同様の事案が発生しないよ

う情報を共有して、再発防止に取り組んでいます。

環境関連法規制の順守、環境関連事故や苦情への対応

サイト 概要 対応

南サイト 2019 年 11 月 30 日、町内の懇親会に出席した際に、付近

の住民の方が廃棄物置場の早朝回収時の騒音が気になると

の要望が入りました。

廃棄物置場の一部廃棄物の回収時間が早朝で、パッカー車の巻き込

み作業による騒音が原因と判明しました。対応策として、①工場に入

る時間を遅らせる。②連続運転から単動運転に変更する。を実施しま

した。12 月 10 日に対策を完了し、以後、経過を観察しています。

■ 環境関連の苦情・要望
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■ 環境リスク対応図

立案
対策
活動

想定
対策

緊急事態対応訓練（危険物倉庫）

被害の拡大防止・最小化

未然防止

リ
ス
ク
の
洗
い
出
し

リ
ス
ク
の
低
減

・排気・排水、騒音・振動
・土壌汚染・水質汚染
・産業廃棄物処理
・化学物質の管理
・有害化学物質による汚染（PCB、アスベスト）
・製品含有化学物質
・施設および設備の老朽化
・自然災害による事故（地震・台風・洪水など）

・法規制、コンプライアンスの順守 / 順法監査
・各種基準書、作業指図書作成・更新
・設備アセスメント（導入 / 廃棄時事前評価）
・監視測定（排水・土壌汚染・騒音）
・環境施設・設備保全（施設の診断、日常点検）
・老朽化設備の更新
・環境パトロール
・廃棄物処理に関わる窓口の一元化
・製品含有化学物質管理（CMS）
・大雨や台風予報に対する事前対策

・緊急時対応

（情報把握、報告）

・緊急事態対応ルート、

対応手順書の作成・更新

・緊急事態対応訓練

・再発防止措置

・情報公開 / 届出

万
が
一
の
事
故
・

災
害
時
の
環
境
被
害

環境リスクへの対応
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　立山科学グループでは、ISO14001 に基づく環境マネジメントシステム（EMS）を通じて、事業活動が地球環境や人

の健康、地域社会に著しい影響を与える、もしくは与える可能性のある潜在的な環境リスクの洗い出しおよび対策を実

施して環境事故の未然防止に努めています。一方、近年の大規模な自然災害によって引き起こされる事故等により、環

境や地域社会、事業活動に重大な被害を及ぼす可能性があります。万一の事故や災害等の緊急事態を想定して発生時に

とるべき措置や関係先への通報内容を記載した対応手順の整備とその対応訓練を実施し、環境リスクの最小化に向けて

継続的な改善を図っています。

水質汚染

　水域への排出水については、自主管理基準を設定し、社内ルールに基づき定期的な測定監視を実施しています。年１

回外部測定機関による測定を行い、2019 年度も排水基準を順守していることを確認しています。

土壌汚染

　立山科学グループの建物に使用されてきたアスベストについては、分析調査により含有有無を把握して対象箇所を特

定の上、法令に則り囲い込み対策を実施して適正な管理を行っています。また、古い設備機械に含まれている非飛散性

の石綿含有製品を廃棄する際は、専門の処理業者に委託し、適正に処理を行っています。

アスベスト

　産業廃棄物の処理については、社内ルールに基づいて適正に管理し、法令を順守しています。廃棄物処理委託や不法

投棄リスクに関しては、産業廃棄物処理委託先の選定や契約書、発注業務からマニフェストの管理まで、廃棄物処理に

関わる窓口を環境事務局に一元化し、計画的に産業廃棄物処理業者やリサイクル業者の現地確認を実施してリスクの低

減に努めています。

産業廃棄物処理

　立山科学グループが保有する PCB 含有機器については、法令に基づき適正

に管理・保管し、国の認定した処理施設で無害化処理を進めています。2013

年度には高圧コンデンサ 3 台を JESCO（中間貯蔵・環境安全事業株式会社）

にて処理を完了し、残りの PCB 含有機器についても適正に管理・保管してい

ます。2019 年度は、法定処分期限内に確実かつ適正に処理を行うため、LED

照明への一斉切り替えに伴い、使用中の蛍光灯を含めた PCB 入り安定器の再

調査を実施しました。

PCB 廃棄物

■ 保管中の PCB 含有機器

設備名

変圧器

水銀灯安定器

蛍光灯安定器

4 台

5 個

186 個

数量

騒音・振動

　騒音、振動については、社内ルールに基づき騒音・振動の測定・管理を行い、法令を順守するとともに、騒音、振動

の発生源の対策を継続的に実施しています。

生物多様性

　土壌については、土壌、地下水における環境保全と健康被害を防止するため、新規不動産取得時や工場建築時など必

要に応じて外部測定機関による土壌分析および土壌汚染調査を実施しています。

立山科学グループ社会・環境報告書 2020

　事業活動において生物多様性から恩恵を受ける一方、さまざまな場面で影響を与えています。生物多様性は一度損な

われてしまうと、その回復は非常に困難になります。立山科学グループは、日本経団連の「日本経団連生物多様性宣言」

の主旨に賛同し、2009 年 12 月より「生物多様性宣言推進パートナーズ」に参加しています。事業活動による生物多様

性への影響を特定し、環境事故の未然防止に努めるとともに、環境小冊子に「ＭＹ行動宣言」のチェック欄を設け各自

宣言をする他、地域の環境イベントに積極的に参加するなど、生物多様性保全意識の向上に取り組んでいます。
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資源の有効活用 ■ 環境報告

基本的な考え方

　循環型社会の実現には 3R（廃棄物の発生抑制：Reduce、再使用：Reuse、再資源化：Recycle）の推進が不可欠です。

立山科学グループでは、限りある資源を大切に使い次世代へと受け継いでいくため、資源の有効活用に努めるとともに、

ライフサイクル全体で 3R を意識して、廃棄物の発生抑制に取り組んでいます。3 つの「R」で廃棄物を限りなく少なくし、

資源循環を追求して循環型社会の形成に貢献していきたいと考えています。

■ ライフサイクル全体における 3R 活動

調達

使用 生産

輸送

廃棄
・グリーン調達の推進
・有害物質の含有禁止、削減

・製品アセスメントの実施
省資源、小型・軽量化、減容化、
分解容易性、再生素材の使用検討

・材料ロス削減（在庫管理の効率化）
・副産物、廃棄物の削減
・工程での化学物質使用削減
・設計図面の電子化

・梱包材、緩衝材の有効利用
・ パレットのリユース

開発
設計

Reduce︓発生抑制
Reuse: 再使用
Recycle︓再資源化・使用済み製品の回収・

リペア

3R
・リユース、リサイクル
・有価売却
・適正処理

78

94

224

81

102

246

97

105

226

※リサイクル率：（再資源化量 + 有価物量）/ 排出量

処分量 再資源化量 有価物量 リサイクル率

2016 2017 20182015 ( 年度 )

100

200

300

400

500

600 100

80

60

40

20

0

(トン) (％)

■ 廃棄物排出量、リサイクル率の推移
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一般廃棄物 安定型廃棄物（混合廃棄物）

特別管理産業廃棄物 売上高原単位（トン /億円）

廃酸・廃油・汚泥等

■ 廃棄物処分量内訳

( 年度 )
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　2019 年度の廃棄物の総排出量（有価物を含む）は 428 トンで、前年度比 15.7％の削減となりましたが、一方で売上

高あたりの廃棄物排出量は 19.1％の増加となりました。今後も、廃棄物の発生抑制に努め、増加原因の要因について十

分検討を行い、削減に向けた取り組みを推進してきます。　　　　
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廃棄物排出量の削減
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　立山科学グループが排出する廃プラスチックの大半が梱包資材で、使用後はリサイクルされるものの、そのほとんど

が一度の使用で廃棄されています。このようなワンウェイプラスチックを削減するため、通い箱化をはじめ、緩衝材を

仕入先に返却して再使用（リユース）するなど、梱包資材の削減に取り組んでいます。今後も梱包資材の再使用を拡大し、

環境負荷低減に取り組んでいきます。

　近年、海洋プラスチックごみ問題の深刻化よる海洋生態系への多大な影響、また、廃プラスチックの輸入規制により

行き場を失った廃プラスチックが問題になるなど、プラスチックごみへの対策が喫緊の課題となっています。立山科学

グループでは、活動当初から廃プラスチックのリサイクルに積極的に取り組んできました。リサイクルの妨げとなる塩

素系プラスチックが混ざらないよう適切な分別を行い、その大半が委託先で固形燃料（RPF）※1 にリサイクルされ、石

油や重油の代替燃料として利用されています。2013 年度からは、更なる資源化のため素材別に分別し、再生処理業者

を通じて原材料として再生されるマテリアルリサイクルを推進しています。

※1　固形燃料（RPF : Refuse Paper & Plastic Fuel）：マテリアルリサイクルが困難な古紙と廃プラスチックを主な原料として破砕･圧縮成形された円柱状の固形物。
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■ 廃プラスチックの排出量とマテリアルリサイクル量

廃プラスチック（サーマルリサイクル）排出量
廃プラスチック（マテリアルリサイクル）排出量
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プラスチックの資源循環・３Ｒの取り組み
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＜素材ごとの分別例＞

PS

PETABS

ストレッチフィルム（PE)

25

15

5

　各サイトおよび工場に設置している自動販売機は、創業当初から、そのリサイクルのしやすさを考慮してペットボト

ル飲料の販売を行わず、紙コップ式と缶飲料（2009 年までは紙パック式）を採用しています。

　また、生産工程では、通い箱を使用し梱包材を削減している他、開発部門でも、製品アセスメントの実施により、プ

ラスチックのリサイクル可能な製品設計、プラスチック包装材の軽量化、使用するプラスチック材料の見直し等、環境

負荷低減に努めています。

＜具体的な取り組み事例＞

　廃棄する梱包材をピッキングボックスのクッション材として再使用発泡緩衝材の再利用

廃プラスチックのリサイクル

プラスチックの使用量を削減

プラスチックの再使用
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情報セキュリティ

　近年、企業を取りまく様々なリスクの中でも、とりわけ情報リスクは急速に増大しつつあります。従来からのリスク

に加えて、今日ではサイバー攻撃などにも備えることが企業に求められており、当グループは「サイバーセキュリティ

方針」を策定するとともに、「立山科学グループサイバーリスク委員会」を編成して責任体制、リスク評価、運用・技術施策、

法遵守、啓発教育、インシデント対応などの整備に取り組んでいます。また、グループの社内情報ネットワークや基幹

となる情報機器の管理を担当する立山科学（株）デジタルソリューション事業部では、情報セキュリティマネジメント

システムの国際規格 ISO27001 の認証登録を 2008 年より継続し、立山科学グループ各事業体の情報保護の中心的な役

割を担い、グループ各社でも、それぞれの会社の事業特性に応じて、情報の活用と保護に努めています。

(2016 年 7 月制定）

情報セキュリティ基本方針

　立山科学グループ各社（以下、当社）は、製品及びサービスを通してお客様ならびに社会生活の発展に貢献する
ことを理念として、経済産業省の「サイバーセキュリティ経営ガイドライン」を踏まえ、個人情報を含む情報資産
を保護するために、情報セキュリティ体制を整備し、施策を効果的に実施します。

1.　当社は、情報セキュリティに関わる責任と権限を定め、全社一体となって情報資産を保護します。

2.　当社は、不正侵入、過失、事故、災害、犯罪などすべての脅威から情報資産を保護するために、運用ルール及
び技術的施策を確立し、リスク評価及び対応策を実施します。

3.　当社は、情報セキュリティに関する法令、契約上の要求事項、その他の社会的規範を遵守します。

4.　当社は、情報セキュリティの確保に必要な教育を継続的に実施します。

5.　万一情報セキュリティ上の問題が発生した場合、迅速に関係者（CISO/CSIRT）が情報共有し、被害を最小限
にとどめる処置をとります。

6.　社内外のインシデント情報を評価し、必要に応じ是正処置を実施し、情報セキュリティ体制を継続的に改善し
ます。

立山科学グループ サイバーリスク委員会

情報セキュリティの確保

対策の種類 対策内容

（1）人的・組織的対策
体制、ルール、教育訓練による対策

・情報セキュリティ基本方針の策定と周知
・情報セキュリティ体制の構築と運用
・サイバーリスク委員会での改善提案と IT 運用ルールの徹底
・情報セキュリティ教育の継続的な実施（新人教育 / 階層別教育）
・情シス（情報システム）便りの発行（月1 回）による啓発活動
・委託先の情報セキュリティ評価・監査・秘密保持契約の締結

（3）技術的対策

（2）物理的対策

・ファイアウォールによる通信の制限と不正アクセス防止
・インターネットからの不正アクセスの監視
・インターネット利用時のウイルスチェック
・メールの添付ファイルの自動暗号化
・電子文書管理システム（SFS：Security Filing System）を使用した文書管理

・セキュリティゲートや IC カード社員証による入退室管理
・メールサーバ、Web サーバの適切な更新による脆弱性対策
・情報 / データセンターのセキュリティ強化
・無停電電源装置の設置、サーバシステムの二重化
・情報機器のエンドポイントウイルス対策
・ナンバープレート認識システムによる構内入場管理（本部サイト）

　立山科学グループでは、個人情報やお客様情報をはじめとする機密情報の漏えいや破壊を防ぐため、下記対策を講じ、

セキュリティ強化に向けたさまざまな取り組みを実施しています。

情報セキュリティ対策

　立山科学グループでは、サイバー攻撃などのサイバーリスクを経営上の重要課題と認識し、その対策強化のため、

2016 年 3 月にサイバーリスク委員会（及び、主としてそのメンバーからなる TATEYAMA-CSIRT）を設置し、運用を開

始しています。委員会事務局とグループ各社から選出されたサイバーリスク委員が緊密に連携をとり、「サイバーリス

ク委員会」などを定期的に開催し、サイバーセキュリティに関する取り組みを円滑に進めることができる体制を構築し、

セキュリティに関する協議や情報共有を行うことで、サイバーセキュリティのレベルアップに努めています。

　2019 年度は、拠点ネットワーク及びファイアウォール刷新及びインターネット接続回線の一本化によるセキュリティ

強化、サイバーセキュリティ教育の実施を行い、年々高まるサイバー攻撃に対するリスク低減に取り組みました。2020

年度は、ウイルス対策ソフトの更新を実施、リモートアクセス接続の構築、持出 PC へのセキュリティ対策の強化を実

施し、業務のあらゆるニーズに対応しながら、全体のセキュリティ強度も高めていきます。

■ サイバーセキュリティ管理体制

サイバーセキュリティ対策

■ 社会性報告

経営責任者（立山科学グループ社長会）

サイバーリスク委員会委員長（CISO※2）

各社サイバーリスク委員 CSIRT ローカルメンバー

事務局

CSIRT コアメンバー

サイバーリスク委員会事務局

（SOC※3）

TATEYAMA－CSIRT※1

※1 CSIRT： （シーサート Computer Security Incident Response Team）コンピュータセキュリティにかかるインシデントに対処するための組織の総称
インシデント関連情報、脆弱性情報、攻撃予兆情報を常に収集、分析し、対応方針や手順の策定などの活動をする

※2 CISO：(Chief Information Security Officer)  最高情報セキュリティ責任者　
※3 SOC：(Security Operation Center) サイバー攻撃の検出や分析、対応策のアドバイスを行う組織の総称

啓発・教育・訓練

　すべての従業員が情報セキュリティの重要性について十分認識し、事業活動で利用する情報資産を適切に取り扱うこ

とを徹底するため、啓発と教育を継続的に実施しています。しかし、2020 年度は、新型コロナウイルスの影響により、

集合教育の実施が難しくなってきています。オンライン教育を充実させ、訓練や啓発活動を継続していきます。

継続的な改善

　セキュリティを取り巻く環境の変化によって、情報セキュリティに求められる対応策も変化していきます。これらに

対応するため、セキュリティに関する規程、管理体制および取り組みについて定期的に点検を実施し、問題点の確認と

継続的な改善を図っています。

セキュリティ関連事件や事故、障害への対応

　セキュリティに関わる事件・事故・障害が発生した場合に、適切な行動が迅速に行えるよう規程類を制定しています。

これらを周知することで、問題が発生したときには、速やかに対応して被害を最小限に抑えることを目指しています。

また、問題が発生した場合は、原因の究明による再発防止と対策の強化に努めています。2019 年度は、3 件のインシデ

ントが発生しましたが、いずれも社外への影響はなく適正に処理され改善を実施しています。
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■ 社会性報告

　立山科学グループでは、労働組合と定期的に労使協議の機会を設けて経営状況を説明するとともに、職場環境や労働

条件について交渉・協議を行い、健全な労使関係の構築に努めています。今後も対話を通じて理解を深め、労使一体となっ

て事業の発展と活力ある職場づくりを目指します。

労使関係

両立支援制度の整備

　立山科学グループでは、働きやすい職場環境の維持、向上に努めています。「日常業務の効率化」「適正な労働時間管

理の定着」「有給休暇取得の促進」をテーマに仕事とプライベートの両立をしながら、やりがいを持って働き続けられ

るワークライフバランスの実現に向けて活動を進めています。

■ 育児・介護支援を目的とする主な諸制度

制度名 制度の概要

育児休業制度 子が 1 歳に達するまで取得可能（一定事由に該当の場合は 2 歳に達するまで）

介護休業制度 要介護状態の家族 1 人につき、3 回を上限として、通算 93 日まで、介護休業を分割取得可能

子の看護休暇制度 小学校就学始期まで、1 年に 5 日、2 人以上の場合 1 年間に最長 10 日予防接種・健康診断・看護のために
半日単位の取得可能

介護休暇制度 要介護状態の家族 1 人につき、1 年に 5 日、2 人以上の場合 1 年間に最長 10 日介護を目的として半日単位
の取得可能

育児短時間勤務 小学校就学始期に達するまで 1 日 6 時間勤務が可能

介護短時間勤務 要介護状態の家族 1 人につき、利用開始の日から 3 年の間で 2 回までの範囲内で 6 時間勤務が可能

育児のための時差出勤制度 小学校就学始期まで時差出勤が可能

年次有給休暇の積立保存制度 失効した有給休暇を、20 日を上限に積み立てることが可能
本人の傷病、感染力が強い疾病（インフルエンザ等）、家族の介護に限り利用することができる

介護のための時差出勤制度 要介護状態の家族 1 人につき、利用開始の日から 3 年の間で 2 回までの範囲内で時差出勤が可能

産前・産後休暇出
産

育
児

介
護

産前 6 週間、産後 8 週間

■ 育児休業制度・介護休業制度 利用者数

17名育児休業取得者（女性）

育児短時間勤務利用者数

2015 年度

 16 名

 0 名  0 名

 13 名 11 名

 0 名  0 名

 100％  100％

育児休業取得者（男性）

育児休業後の復職率

介護休業制度利用者数

 11 名

 0 名

 2 名

 0 名

 100％

2017 年度 2019 年度2016 年度

 9 名

 0 名

 10 名

 0 名

 100％

 12 名

 0 名

 11 名

 0 名

 100％

2018 年度

　仕事と育児・介護の両立のしやすさを目指し、それぞれのライフスタイルに応じて個々の能力が最大限に発揮できる

よう各種支援制度による職場環境の整備と制度を利用しやすい環境づくりに取り組んでいます。女性の育児休業取得率、

育児休業取得後の復帰率は 100％を維持し、短時間勤務の利用者も増加しています。短時間勤務については、一度フル

タイム勤務をした場合の再取得も可能としており、変更を柔軟にすることで、段階的にフルタイムへの復帰が可能とな

るよう支援を行っています。 

ワークライフバランスの推進

適正な労働時間の管理
　従業員の健康を守り、安心して働ける職場環境を実現するため、労使が協力して長時間労働の抑制や年次有給休暇の

取得促進に取り組んでいます。時間外労働が一定時間を超過しそうな従業員、またはインターバル時間※が十分に確保

されていない従業員には、本人や上長に対して注意喚起メールの自動送信を行い、必要に応じて改善指導などの対策を

講じています。従業員の意識啓発を図るとともに、業務の効率化・合理化など生産性の向上を実現させ、長時間労働の

抑制に向け取り組みを進めています。

　2019 年度は、心身ともに充実した状態で、意欲と能力を十分発揮できる環境を整備するため、一定の勤続年数を超

える社員の勤続の節目に健康維持、活力の回復などを目的に休暇を付与する「リフレッシュ休暇制度」を制定し、休暇

制度の充実を図りました。

※ インターバル時間：前の終業から次の始業までの間に、最低 8時間以上の休息を取らせる勤務間インターバル

　立山科学グループでは、ボウリング大会などの社内イベントを定期的に開催

しています。2019 年度は、従業員同士の一体感の醸成、他部署との交流を目

的に、終業後、誰でも気軽に参加できる社員交流スペース「立山カフェ」を定

期的に開催しました。仕事を離れたところで、飲み物やお菓子を食べながらリ

ラックスして会話ができ「楽しかった」「たくさん話ができてスッキリした」

等の声が寄せられ、コミュニケーションだけでなく、メンタルヘルスの向上

にもつながっています。 立山カフェの様子（大泉サイト）

社内コミュニケーションの促進

社内イベントの開催

社内サークル活動支援

　社員間の一層のコミュニケーション促進を目的に、社内のサークル活動を支援する「社内サークル支援制度」を導

入しています。サークルでは、部署や年齢等の枠を超え、スポーツや文化などのそれぞれの活動で交流を深めています。

　2017 年度から従業員の創意工夫を経営に反映させること、能力の向上を図ることを目的に社内提案制度 「立山カエル」

を導入しました。この制度は、「あなたの提案で会社をより良く変えていきましょう！」をスローガンに職場における

改善案を会社に提案し、提案内容に応じて一定の褒章を与える制度です。2019 年度は、514 件の提案があり、438 件の

採用となりました。

社内提案制度

　2020 年 2月 27 日の政府による全国の小中学校および高校等への臨時休校要請を踏まえ、子育て中の従業員が休暇

を取得できるよう特別休暇を付与しました。

社内コミュニケーションの活性化

新型コロナウイルス感染症拡大防止策のための一斉休校への対応

　2019 年度は “立山科学グループをもっと知ろう！” をコンセプトに工場見学

ツアーやオープンディスカッションを行いました。普段見る機会の少ないグ

ループ 会社の生産現場を見学することで、改めて製品やサービスを知るととも

に、新たな気づきの発見や改善意欲の向上につながりました。
説明を聞く工場見学者

社内テクノフェア
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健康管理と健康増進に向けた取り組み

　立山科学グループでは、定期健康診断を実施し検査の結果、再検査が必要な場合や所見がある場合には産業医による

個別指導を行い、診断後の措置を徹底しています。また、化学物質を取り扱う作業については、SDS（安全データシート）

による作業確認や保護具の提供など適切な作業環境管理を行うとともに、法令に則り特殊健康診断や作業環境測定を実

施しています。今後も健康に影響を及ぼすことがないよう継続的な監視を行い、安全で健康的な作業環境の維持に努め

ていきます。

健康管理

健康増進

　運動習慣への気づきの第一歩として、体力づくりと心のリフレッシュを目的にしたスポーツイベントや、食と健康に

ついて知識を深めるランチタイムセミナーなど、健康に関するイベントを定期的に実施しています。イベントには、経

営層を含む従業員が参加し、運動の楽しさや栄養の偏りなど健康に関する気づ

きになると参加者からも好評です。

　2019 年度は、「会社の中で健康づくり HOP ！ STEP ！ JUMP ！」と題し、イ

ンストラクター指導によるストレッチやウォーキングの体験イベントを実施し

ました。全 3 回の企画で、JUMP 編は新型コロナウイルス感染防止のため中止

となりましたが、参加者からは「仕事の後の運動でリフレッシュできました」「運

動って気持ちがいいですね」の感想が寄せられました。

　 会社の中で健康づくり
（健康になるための歩き方：STEP 編）

■ 心と体の健康管理プログラム

心の健康

体の健康 健康診断有所見管理

健康講話、食・運動イベント

情報発信

メンタルヘルス対策

・健康診断・結果分析、有所見者へのフォロー・特定保健指導

・会社の中で健康づくり HOP ！ STEP ！ JUMP ！（92 名）

・ランチタイム健康セミナー（212 名）

・ストレスチェック・職場復帰支援制度
・「なんでも相談窓口」、「ハラスメント相談窓口」

・健康お役立ち情報の発信

※ (　) 内は 2019 年度参加者数

　従業員がいきいきと働くためには、心身の健康はとても大切です。立山科学グループでは、「健康管理」「健康増進」「メ

ンタルヘルス対策」の 3 つをテーマに従業員の健康に配慮した職場づくりに取り組んでいます。2019 年 2 月には、グルー

プ各社で「とやま健康企業宣言（STEP1）」の認定を受けました。今後も「健康経営」を推進し、従業員一人ひとりの健

康意識の醸成を図っていきます。

認定書

※健康経営は、NPO 法人健康経営研究会の登録商標です

メンタルヘルス対策
　職場におけるメンタルヘルス対策の一環として、さまざまな悩みを相談できる「なんでも相談窓口」や「ハラスメン

ト相談窓口」、定期的に開催している産業医による「健康相談会」等、気軽に相談できる環境を整備するとともに、年 1

回全従業員を対象としたストレスチェックを実施しています。従業員自身のストレス状態を把握してもらった上で、高

ストレス者には面談を勧奨し、希望に応じて産業医の面談を実施しています。また、ストレスチェックは産業医から安

全衛生委員会で受検率、傾向および改善状況が報告されています。その結果を踏まえ、必要に応じて産業医等と連携し

て職場分析と環境改善を行い、メンタルヘルス不調の早期発見や早期対応につなげています。

心と体の健康管理
　また、お昼休みを有効利用したランチタイム健康セミ

ナーでは、バランスのよい食事、適度な運動、規則正しい

生活習慣について学ぶ、免疫アップ術講座のほか、骨の健

康度、血管年齢、肌年齢の測定会を実施しました。特に測

定会では楽しく予防方法を学ぶことができるため好評で、

毎回多くの方に参加いただきました。4回すべてのセミナー

に参加された 18 名の方には皆勤賞を授与しました。
ランチタイム健康セミナー（免疫アップ術講座、血管年齢測定）

　立山科学グループでは、工場火災などの緊急事態に備え、サイトごとに自衛消防隊を結成し、救護訓練、放水訓練、

消火訓練、避難訓練を計画的に実施しています。避難訓練では、サイトおよび各工場で、地震発生後に工場から火災が

発生したと想定し、机の下に隠れるなどの安全確保行動（シェイクアウト訓練）をとった後、工場内の火元確認、消防

署への通報から対策本部の設置、避難、安否確認などの総合的な防災訓練を行っています。いざというときに従業員が

自ら安全行動がとれるよう、引き続き訓練を通して危機対応能力の向上に努めていきます。

普通救命講習

避難訓練

避難・防災訓練

　近年、大規模な自然災害が多発しています。職場での被害を最小限に食い止めるためには、従業員一人ひとりが日ご

ろから防災意識を高め、あらゆるリスクを想定して備えることが重要になってきます。

　立山科学グループでは、各拠点の地震リスクの把握を行い、工場やオフィスにおける設備や機器、オフィス什器の転倒・

落下防止対策を行い、定期的な職場の点検確認や安全パトロールの実施、備蓄品の確保など災害発生時に備えた防災活

動に取り組んでいます。今後も、計画的かつ着実に対策を進め、防災に関する継続的なレベルアップに努めていきます。

防災対策

　緊急時に適切な対応を取れるよう、毎年、地元消防署から講師を招き、転任

者や新入社員 などの未経験者および前回の受講から年数が経っている従業員に

対して普通救命講習会を実施しています。講習会では、心肺蘇生法や AED （自

動体外式除細動器） の使用方法を学び、人命救助の知識と技術を習得していま

す。

普通救命講習

防災への取り組み

シェイクアウト訓練 消火訓練

労働衛生と健康



地域社会との関わり ■ 社会性報告

　立山科学グループでは、創業以来、地域社会とのつながりを大切に事業を展開しています。自治体の開催する各種イ

ベントへの参加や地域住民の方々と対話を通じてコミュニケーションを図り、地域との連携を強化して社会から信頼さ

れる企業を目指しています。

　毎年、春と秋に「クリーン作戦」を実施しています。秋には、サイトおよび各工場で従業員が一斉に工場周辺の除草

およびゴミ拾いを行い、春には、雪解けとともに現れる道路脇や川沿い、田畑のゴミ拾いを中心に清掃活動を実施して

います。

　富山県・富山市が主催する「ふるさと富山美化大作戦」、「県・市町村統一ノーマイカー運動」など地域の環境イベン

トに毎年参加しています。

環境活動への参加

地域美化活動

秋のクリーン作戦 春のクリーン作戦

コミュニティへの参画

　2008 年より、血液が不足しがちな 2 月と 8 月に本部サイト・南サイトに

献血車が来て、献血を行っています。就業時間中に参加できることから身

近でできる社会貢献として多くの従業員が献血に協力しています。

■ 献血者数（国内）

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

延参加者数  199 名  198 名  196 名  181 名215 名

2015年度

献血車

献血活動

　毎年、各事業場の立地する地域の定期懇談会等に参加し、地域の皆様から直接ご意見をいただく機会を設けています。

今後も積極的な対話に努め、地域社会とのコミュニケーションを充実させていきます。

住民懇親会

地域社会とのコミュニケーション

ふるさと富山美化大作戦

各種社員関連データ (2020 年 3 月末）

■ 社員数

男性 女性 合計

国内

海外

計

821 名  271 名  1,092 名

155 名 55 名 210 名

976 名   326 名 1,302 名

■ 社員の平均年齢（国内）

男性

女性

2018 年度

全体 43.4 歳

45.6 歳

 16.9 年

16.2 年

■ 社員の平均勤続年数（国内）

男性

女性

2018 年度

全体 16.0 年

■ 新卒社員採用人数（国内）

男性

女性

計

21 名 30 名 28 名

5 名 4 名 6 名

26 名 34 名 34 名

2019 年度2018 年度2017 年度

17 名

4 名

21 名

2015 年度

25 名

6 名

31 名

2020 年 4月 1日

22 名

2 名

24 名

2018 年度2017 年度2016 年度

■ 定年退職者再雇用者数と再雇用率（国内）

定年退職者再雇用者数

定年退職者再雇用率

 6 名  15 名  20 名

 85.7％  93.8％  100％

2015 年度

 17 名

 100％

2016 年度

■ 離職率（国内）

男性

女性

2018 年度

計 3.5％

3.9％

2.1％

※定年退職者除く

41.2 歳

2017 年度

4.5％

3.7％

7.2％

2017 年度

44.7 歳

45.8 歳

43.7 歳

 17.0 年

13.8 年

2017 年度

16.3 年
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2019 年度

43.0 歳

43.0 歳

43.1 歳

16.9 年

14.3 年

2019 年度

16.3 年

2019 年度

2.5％

2.9％

1.1％

2016 年度

42.7 歳

43.0 歳

42.2 歳

17.0 年

13.1 年

2016 年度

15.9 年

2016 年度

1.9％

1.8％

2.2％

2019 年度

13 名

 100％
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